
別紙様式２号

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書
１．推進事業（全取組共通）

事業費（要望額） ９００，７４０円（うち交付金 ９００，０００円） 都道府県名 千葉県

うち地域提案メニュー分 円（うち交付金 円） 事業実施年度 平成２０年度

現状と課題（※計画地区等における現状を踏まえて、課題を数値等も交えて具体的に記述すること。）

経営力の強化 １ 担い手への利用集積の促進

県平均経営耕地面積（17年）は１．４１ha（田１．０９ha、畑０．５８ha）と零細規模であり、平地農業地域、中山間農業地域、都市的農業地域いずれについ

ても農地の利用集積はあまり進んでいない。平成20年度末の利用集積率は１６．１%であり、集積対象者である担い手の不足、農業所得の不安定さ、資産保有意識

の強さ、相続等による非農家所有農地の増加等が流動化の妨げになっている。

今後は、効率的かつ安定的な農業経営を育成するとともに、特に本県農地の６割を占める水田作の効率化を図り、意欲のある農業者に農地を集積して低コスト

化を進めることが大きな課題となっている。

課題を解決するため対応方針（※上記の課題に対応させて記述すること。）

経営力の強化 １ 担い手への利用集積の促進

品目横断的経営安定対策の対象者である認定農業者を育成するとともに、担い手のいない集落においては、集落での組織化・法人化に向けた説明会を開催

し、集落における土地利用調整に関する合意形成を図り集落営農・法人化を推進し、効率的な経営を行えるよう農地の利用集積を促進する。

また、農地保有合理化法人と各市町村農業委員会の活動を強化し、農地利用集積体制の整備を進め、担い手の規模拡大と低コスト化を支援していく。

都道府県における目標関係 備 考

事業実施後の状況 成果目標の具体的な実績 国による点検評価

政策目標 取組名 成果目標の具体的な内容

計画時(平成19年度) 実施後(平成20年度) 目標（平成20年度） 達成率

担い手への農 農地利用集積の推 担い手への農地利用集積率の 担い手への農地利用 担い手への農地利用 担い手への農地利用 13.9％ 利用集積率の増加実績 0.6％ 全体の達成率が13.9％と低

地利用集積の 進 増加 集積率 16.81％ 集積率 17.4％ 集積率 21.1％ ×100＝13.9％ く、目標達成に向けた取組

促進 （平成20年3月末） （平成21年3月末） （平成21年3月末) 利用集積率の増加目標 4.3％ の向上が必要

担い手の農地利用集積が目

標達成していないため改善

指導を行う。

○地域提案メニューの実績と成果

事業実施地区数 評価対象外地区数 評価対象地区数 評価対象外の地区がある場合、 総合所見

（ア） （イ） （ウ） その代表的な理由

目標は達成できなかったが、市内３３地区で説明会を実施し、集落営農の法人化や農業経

１ ０ １ － 営基盤強化促進事業について広く普及が図られた。その結果、２地区で新たに集落営農が組

織されており、今後も継続して農地利用集積の推進を図っていく。



（別紙様式２号別添）

別添２ 都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

交付金 都道府県費 市町村費 その他

経営力
の強化

担い手
の育成
・確保

担い手
への農
地利用
集積の
促進

香取市
香取市農
業委員会

農地利用集
積の推進

集積対象者への農地の
利用集積率を8.63％か
ら9.13％に引き上げ

・パンフレット
作成、配布
・農地保有合理
化法人説明会の
開催
・戸別訪問によ
る斡旋

集積対象者への農地の
利用集積率を8.63％か
ら8.97％に引き上げ

・パンフレット
作成、配布
・農地保有合理
化法人説明会の
開催（33回）
・戸別訪問によ
る斡旋（61日）

900,740 900,000 0 740 13.9

目標達成に至らなかっ
たが、地域説明会を開
催したことにより、意
識が向上し、集落営農
組織の立ち上げ（2地
域）、担い手への集積
が促進された。

目標は達成できなかったが、

・2地区で新たに集落営農が組織さ

れた。

・市全体の農地利用集積は、対前年

比で12％増加した。

・県予算の関係により事業執行が10

月となり、事業効果が現れるまで十

分な期間がとれなかった。

今後とも継続して推進を図ってい

く。

新規就
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目標
達成
状況
Ｂ／
Ａ

事業主体等による評価
結果

都道府県による点検評
価結果（所見）

取組名 成果目標（Ａ） 事業内容（計画）

計画策定時 事業実施後（目標年度）

事業費（円）
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実績
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